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第8回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成23年度第2回国土交通省 平成23年度第2回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

もう一人の家族～ロボットが育むもう一人の家族～ロボットが育む
“省エネ意識”と“家族の絆”“省エネ意識”と“家族の絆”

提案者名提案者名提案者名提案者名

三洋ホームズ株式会社三洋ホームズ株式会社

コミュニケーション・ロボット

ＳＡＮＺＯ

・大きさ：２２ｃｍ球形

特技 会話 色表現 家電制御・特技 ：会話、色表現、家電制御

ドクターＳＡＮＺＯ チームＳＡＮＺＯ



全体概要 もう１人の家族～ロボットが育む“省エネ意識”と“家族の絆”

これまでの成果を活用した、健康への提案（マルチベネフィット）と環境価値化（インセンティブ）

チーム「SANZO」

ｴﾈﾙｷﾞｰ、健康

ﾄﾞｸﾀｰ 「SANZO」

気づき

会話

表現
ホームページ公開

健康と省エネに関するアドバイス

支える

太陽光発電 マルチベネフィット

まもる蓄電池
三洋ホームズSANZO

ひとりじゃなく
仲間と

活かす

見える化
機器制御

インセンティブ

仲間と

活かす

パッシブ
光 パッシブ

風

パッシブ
熱

Ｈ20年～22年省ＣＯ２先導事業
の成果を活用し、比較する事で
更なる効果

省エネ競技会
・国内クレジット
・エネルギーパス

風 更なる効果比較・表彰

支える コミュニケーション・ロボット「SANZO」の“３つの顔”

１．省エネ意識と家族の絆 → 省ＣＯ２促進

発電量、蓄電量、消費量部屋ごとの消費電力／ＣＯ２排出量

消費電力の比較
色の変化で気持ちを表します

１）音声認識での家電制御
２）消費電力の増加を色の変化でお知らせ
３）会話機能により家族へのコミュニケーションを促進

２ ドクタ 「SANZO」 健康

電力使い過ぎ！家族とロボットの絆を深め、より節電意識を向上

２．ドクター「SANZO」 → 健康
「ＣＡＳＢＥＥ健康」＋「温熱環境情報入手」
「健康アンケート」（居住前後）の実施

ドクター「ＳＡＮＺＯ」

１）エネルギー情報
２）温湿度情報
３）ＣＡＳＢＥＥ健康＋アンケート

「ＳＡＮＺＯ」から“冷やしすぎ”や“我慢しすぎ”などを
室内温湿度環境と健康状態を勘案しアドバイス

健康・省エネアドバイスレポート
：熱中症や低体温症を予防
（高齢者 健康を守 省 ネ推進）

３．チーム「SANZO」 → 住宅価値化

（高齢者の健康を守りつつ省エネ推進）

チ 」 住宅価値化

国内クレジット
認証委員会

データ蓄積

チーム「ＳＡＮＺＯ」

１）エネルギー情報
２）住宅家歴情報・設備情報

インセンティブ

・エネルギーパスの発行
・国内クレジットの発行



支える～健康～ 健康～“マルチベネフィット”と“笑顔”～

エネルギーデータ

バイタ デ タ バ ジ省CO2住宅

エネルギーデータ
これまでのデータと比較

ＣＯ２・光熱費削減・省ｴﾈｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

バイタルデータ

温度データ

コンバージェンス省CO2住宅

ドバ ク

バイタルデータ
数万件のデータと比較

健康ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ・医療費削減・危険防止

住宅の価値化・各種ｻｰﾋﾞｽ提供

■エネルギーデータ ■バイタルデータ

＜冬の具体例＞ ＜夏の具体例＞

フィードバック

■温度データ ■温度データ ■エネルギーデータ■エネルギ デ タ ■バイタルデータ
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■温度デ タ ■温度デ タ ■エネルギ デ タ

給湯, 282 , 24%

・夜中に目が覚めている ・ 近血圧が高め
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外気温

洗面

0

0時 6時 12時 18時 24時

・明け方の洗面（トイレ）
の温度がかなり低い

冷蔵庫

25

0:00 6:00 12:00 18:00 24:00

・室温が高い ・冷房の電力は小さい
エアコン, 423 , 36%

, 49 , 4%

437 ,

1月

事前に居住者に知らせる事で
危険を防止する

生活改善のアドバイスと
「食の改善」を勧める

断熱が高く、サービスが行き届い
た施設への移住住替えを提案

熱中症の予防のため
冷房使用をｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

冷房以外の節電余地を
ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

家族それぞれにあわせた｢省エネ｣ ｢健康｣ ｢サービス｣のｱﾄﾞﾊﾞｲｽ・提案家族それぞれにあわせた｢省エネ｣、｢健康｣、｢サービス｣のｱﾄ ﾊ ｲｽ・提案

｢マルチベネフィット｣の実現による家族の笑顔

活かす ＬＣＣＭ住宅～パッシブ技術の導入～

光と風と熱を有効に活かす設計提案（一日、季節、ライフサイクル）で自然で健康なくらしを実現

（ パッシブ ＋ アクティブ ） × コミュニケーション ＝ ＬＣＣＭ住宅

パッシブ
光

パッシブ
風

パッシブ
熱 パッシブ光：光ダクト パッシブ熱：断熱

～様々なパッシブ技術を組合せ～

日射遮蔽

光ダクト

通風計画

窓・建具

断熱

Ｑ値1.9

・蓄電連携太陽光発電（５ｋＷ程度）

・断熱トップランナー基準

・光ダクト

・通風計画

・庇、日除け（オーニング等）

・断熱トップランナー基準

パッシブ光：日射遮蔽 パッシブ風：通風計画ッシブ光：日射遮蔽 ッシブ風：通風計画

・蓄電池（６ｋＷｈ程度）

蓄電池連携太陽光発電システム

アクティブ 庇・オーニング

｢ＳＡＮＺＯ｣

コミュニケーション

蓄電池連携 陽光発電

高効率給湯機

ＬＥＤ照明・高効率エアコン

｣

省エネアドバイス

（季節・使い方・工夫）



まもる 蓄電池連携太陽光発電システム＆エネルギーピークシフト

１．採用した蓄電池の仕組み

１）システム：蓄電池（6ｋWh程度）＋蓄電連携太陽光発電（5ｋWh程度）

＜災害時の蓄電供給＞

２）仕 様：リチウムイオン電池

３）稼動時間：

①街全体のエネルギーピークシフトに貢献する

照明／エアコン／冷蔵庫／テレビ／
情報端末機器／蓄電池コンセント／他

②災害時における電力供給

（過去の先導事業：直流ＬＥＤ、ネットワーク、緊急地震速報、 防犯、緊急コール、非常用コンセント）

４）制御仕様：ＰＶ連携

２ 過去の先導事業（平成２１年度）と 蓄放電の時間帯を変更

① 蓄電放電（ピークシフト・ピークカット・運転切り替え）

季節に関わらず一定の充放電

＜従来の蓄電システム＞

3 0

２．過去の先導事業（平成２１年度）と、蓄放電の時間帯を変更

１）従来：電力会社との調整により、太陽光発電の押上げ効果がおこらず逆潮障害防止

優先のシステム構築

２）新規 街全体のエネルギ ピ クに合わせる そのため 0 0

1 . 0

2 . 0

3 . 0

充電

充
電

放電放電

２）新規：街全体のエネルギーピークに合わせる。そのため

夏と冬それぞれの電力ピークを目掛けて放電開始時間を切替える方式を採用

＜新しい蓄電システム＞

0 . 0
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0時 6時 12時 18時
0

1,000

2,000

3,000

0時 6時 12時 18時

参考資料（電力会社からの依頼により作成）
・電力会社・ｻﾝﾖｰﾎｰﾑｽﾞH20～22年度
省CO2先導事業データがベース

・電力会社との調整により、変更の可能性あり

まもる 平成２１年度「蓄電池」～東日本大震災にどう活躍したか～

１．全体概要 停電になれば自動的に蓄電からの電力供給開始

台風
・

災害
１）太陽光と深夜電力の1日２サイクルの蓄電・放電

２）蓄電と連携した「DC ACﾊｲﾌﾞﾘ ﾄﾞ」住宅

蓄電

２）蓄電と連携した「DC・ACﾊｲﾌ ﾘｯﾄ 」住宅

３）蓄電を活用した「住宅版BCP」、災害時に家族を守る
緊急地震速報

２．システムの稼動状況 テレビやインターネット、照明等の利用可能（専用コンセント）

＜消費電力・太陽光発電量・蓄電池残量の変化＞ O様 千葉県我孫子市 太陽光 5.04kW

全国２０世帯が蓄電システム搭載 （うち５件が停電、数度の計画停電を体験）

★埼玉県のK邸では、３/１７の夜

計画停電時に緊急地震速報が発報

関東エリア：８件

3

4

発電 消費 充電電力量
kWh

放電電力量
kWh

3/7

3

4

発電 消費 充電電力量
kWh

放電電力量
kWh

3/8

雪のため、
太陽光が発電せず、
蓄電もされない 朝の放電が少ない

計画停電時 緊急地震速報 発報

関東エリア：８件

■計画停電対象：４件

・埼玉県：２件

・千葉県：２件

■地震発生時に停電：1件

・茨城県土浦

■停電なし：３件
0

1

2

0時 3時 6時 9時 12時 15時 18時 21時放電

0

1

2

0時 3時 6時 9時 12時 15時 18時 21時放電

蓄電もされない

日中の蓄電が
無かったため、
放電もない

ため、蓄電量も少
夜間の蓄電分
を放電

関西エリア：１１件

・大阪府：４件

・滋賀県：２件

・和歌山：４件

九州エリア：1件

・福岡県 ■停電なし 件

・千葉県：３件

＜居住者の声＞

＜埼玉県 Y様＞

0時 3時 6時 9時 12時 15時 18時 21時放電蓄電
0時 3時 6時 9時 12時 15時 18時 21時放電蓄電 放電蓄電

照明多夜間の蓄電 夜間の蓄電 照明少

・和歌山：４件

・兵庫県：１件

・福岡県

蓄電あり なし消費電力（kWh/棟）

＜消費電力比較＞ 蓄電（ありvs なし）
・蓄電池搭載の居住者のエネルギー消費は低い（意識、家族構成の影響）

・夜の停電時に非常に有効性を感じた。
・スポット的でなく全体を照らせる。
・近所から『何であの家だけ明りが？』
と不思議がられた。

＜埼玉県 Ｋ様＞
20 0

30.0

40.0

蓄電あり なし消費電力（kWh/棟）

＜埼玉県 Ｋ様＞
・こんなに早く出番があるとは思わなかった
・テレビ、パソコンが使えたので、必要な
情報を収集することが出来た。

・小さな子どもがいる為、安心。 0.0
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活用データ例 平成２０年度～平成２２年度の省CO2実績データ

150kWｈ

200kWｈ

250kWｈ

給湯機 エアコン 冷蔵庫

0kWｈ

50kWｈ

100kWｈ

0kWｈ

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

活用データ例 平成２０年度～平成２２年度の省CO2実績データ

800kWh

和歌山Ｅ様/太陽光3.36kW/３人家族
父（30代：公務員）母（30代：パート）長女（小学生）

■総発電量 4155.6kWh ■総消費電力量 5502.2kWh

200kWh

300kWh

400kWh

500kWh

600kWh

700kWh
発電量 消費電力量

発電 消費 般 太陽熱一週間平均（2010/8/22～28） 3.5
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2012年2月3日
第8回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成23年度第2回国土交通省 平成23年度第2回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

地域循環型ゼロエネルギー住宅／地域循環型ゼロエネルギー住宅／
山口・福岡モデル山口・福岡モデル

提案者名提案者名提案者名提案者名

㈱安成工務店㈱安成工務店

S26年豊北町創業

■安成工務店の拠点地図
S26年豊北町創業

27,743⇒11,479

16 264人減

事務所

モデルハウス

づ 館

山口県

16､264人減

H 5年～ 山口県内へ拠点展開

1 609 839⇒1 459 519

木の家づくり展示館

山口県 1,609,839⇒1,459,519

150､320人減

S59年本社下関移転

269,169⇒242,404

26 765人減26､765人減

H 8年北九州市

福岡県

1,067,915⇒983,235

84､680人減

H 15年福岡市
人口減少・市場縮小をいち早く感じ取り、S59に
本社を下関市に移動 現在は福岡市にグループ社

528,952(S30)⇒1,445,628

916､676人増

本社を下関市に移動、現在は福岡市にグループ社
員の３割を配置し、４割の売上高を占めるに至る。
地域再生を担う建設業を目標としている。



■提案プロジェクトのコンセプト

ＬＣＣＭの取り組みをユーザーが体験しながら、理解と
意識を高め 入居後も継続して省ＣＯ２住宅を住みこな意識を高め、入居後も継続して省ＣＯ２住宅を住みこな
していくための学びと啓蒙の仕組みを持つプロジェクト

2

■提案住宅の性能

●省エネ地域区分⇒ⅣまたはⅤ地域
●躯体性能●躯体性能

断熱材⇒セルロースファイバー（デコスドライ工法）
開口部⇒アルミ樹脂複合サッシ Ｌｏｗ-Ｅガラス開口部⇒アルミ樹脂複合サッシ Ｌｏｗ Ｅガラス

↓
住宅事業建築主基準 断熱区分（エ）住宅事業建築主基準 断熱区分（エ）

●自立循環型住宅設計ガイドライン環
⇒軒、庇、採風雨戸などによる日射遮蔽

●ＣＡＳＢＥＥ戸建評価
⇒ＢＥＥ☆☆☆☆ ＬＣＣ０２☆☆☆☆

●自社開発省エネシミュレーション
「ｅｃｏ ｓｈｉｐ」にて光熱費等を試算「ｅｃｏ－ｓｈｉｐ」にて光熱費等を試算
⇒設計段階で確認しながら省エネ仕様を決定する 3



■提案住宅の省エネ設備

●空気集熱式ソーラーシステム（ＯＭソーラー）
+

●太陽光発電システム
+

●太陽熱利用給湯器
住宅事業建築主基準に基づき
ＣＯ２削減量⇒６．０８ｔ／年

4

■地域循環の取り組み①～森林体験 大分県上津江～地域循環 取り組み① 森林体験 大分県 津江

輪 （ ）●輪掛け天然乾燥材（横架材に使用）
⇒木にストレスをかけず、

ゆ くり乾燥ゆっくり乾燥
本来の色艶、香り

機械乾燥との比較
ＣＯ２削減量⇒０．５０ｔ／戸

●貯木場や製材工場の見学●貯木場や製材 場の見学
林業従事者「きやどん」
との交流

5



■地域循環の取り組み①～森林体験 大分県上津江～■地域循環の取り組み① 森林体験 大分県上津江

6

■地域循環の取り組み②～断熱材と地域通貨～■地域循環の取り組み② 断熱材と地域通貨

●セルロースファイバー断熱材
⇒低エネルギーでの製造
ＣＦＰ認証制度表示認証取得
調湿性能を持った多機能断熱材

●地域通貨による循環型社会の実践

7



■地域循環の取り組み③～端材の再利用～■地域循環の取り組み③ 端材の再利用

●自社プレカット工場の端材を木質ペレットに再利用●自社プレカット工場の端材を木質ペレットに再利用
⇒自社開発のエコタウンの地域集中冷暖房の熱源
⇒個別ペレットストーブの熱源⇒個別ペレットスト ブの熱源

重油および灯油換算
ＣＯ２削減量⇒１．９７ｔ／戸

8

■地域循環の取り組みの先に…■地域循環の取り組みの先に

素材にいかに負荷をかけずに製品がつくれるか素材にいかに負荷をかけずに製品がつくれるか。
木材や新聞紙などの資源をいかに無駄なく使うか。
それを考えることでＬＣＣＯ２が少ない家になる。

地域循環の取り組みをたくさんの人に見学していただく。
これが普及・波及そして継承に向けて最も効果的。

地域でモノが循環することで、地域経済が活性化する。
地域に貢献できる、地域に必要とされる会社になれる。
つまり 人口減少の社会の中で地域再生を担う集団となれるつまり、人口減少の社会の中で地域再生を担う集団となれる。

9



2012年2月3日
第8回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成23年度第2回国土交通省 平成23年度第2回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

省エネ コンサルティング プログラム（３０年間）による省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による

ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクトＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクト

エコワークス 株式会社

○ 新産グル プ 福岡 熊本を施工エリアとする住宅会社グル プ

■エコワークス㈱について 1
省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による

ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクト

○ 新産グループ :: 福岡・熊本を施工エリアとする住宅会社グループ

住
ま

・「葉つき乾燥」による、天然乾燥木材による住まいづくり （生産時のＣＯ２削減）

・地場産材のふんだんな使用を可能にする自社構築の生産･流通システム

● エコワークス㈱を含む４社にて 年間約250棟の住宅完工

熊
本
本
社

い
の
実
物
大

地場産材のふんだんな使用を可能にする自社構築の生産 流通システム
（地産地消による輸送エネルギー低減による省ＣＯ２）

・ＳＧＥＣ認証材による住まいづくり （ＣＯ２の固定化）

● エコワークス㈱を含む４社にて、年間約250棟の住宅完工 社
に
は
、
シ
ョ

大
模
型
、
プ
レョ

ー
ル
ー
ム
、

レ
カ
ッ
ト
工
場

福
岡
・熊
本

、場
も
併
設

本
に
８
棟
の
モ

熊本人吉・多良木の自社プレカット工場・土場
モ
デ
ル
ハ
ウ
スス
を
展
開

11



省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による

ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクト■これまでの採択事例の成果 2

Ａ：平成21年度第２回省CO2推進モデル事業採択プロジェクト15棟 ：15棟完工

● 営業・設計スタッフの省エネ提案能力の向上により、高価格であるが

下記仕様が標準仕様として定着した

①自然エネルギー利用
・地冷熱利用採涼換気システム（24時間換気システム） ・雨水利用タンク

下記仕様が標準仕様として定着した。

②建物仕様
・断熱性能（住宅事業建築主の判断基準 Ⅳ地域：断熱性能区分【オ】開口部強化型 Q値1.9相当）

③設備仕様
・給湯設備 ： エコジョーズ・熱効率95％ 又は エコキュート・APF3.3 キッチン・お風呂：節湯機器の採用
照明設備 高効率蛍光灯 LED 採用 （白熱灯採用 廃止）・照明設備 ： 高効率蛍光灯 、 LED の採用 （白熱灯採用の廃止）
・冷暖房機器 ： 業界最高APF値のエアコンを採用

④その他
・エネルギーの見える化 ： 簡易省エネナビ （建物全体の消費電気量の見える化）
アンケ ト 環境家計簿の記入の義務化・アンケート、環境家計簿の記入の義務化

Ｂ：平成22年度第２回省CO2先導モデル事業プロジェクト 10棟（全棟ゼロエネと予想）

2棟完工（ ＣＣ ） 2棟着工中 6棟設計打ち合わせ中 残０棟2棟完工（ＬＣＣＭ提案仕様） 2棟着工中 6棟設計打ち合わせ中 残０棟

● 上記、仕様に加え、

太陽エネルギー最大限利用のための屋根面積増大提案太陽エネルギ 最大限利用のための屋根面積増大提案、

日射遮蔽措置の複合的提案、そして、ＬＣＣＭ住宅を

見据えた提案力の向上を図ることが出来た。

22

●採択プロジェクト全体の概要 3
省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による

ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクト

①自立循環型住宅への設計①自立循環型住宅への設計
ガイドラインをベースとした、
福岡・熊本を中心とした
九州地方の気候風土に九州地方の気候風土に
則した建築手法の確立

②居住後30年間の②居住後30年間の
省エネ・コンサルティング･
プログラムを実施する。

｢地域のＬＣＣＭ住宅のモデル｣
な 得 住 づ を推進となり得る住まいづくりを推進

33



4

A 建物に いての省 ネ措置 ゼロエネルギ 仕様（ト プランナ 基準ベ ス）

省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による
ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクト●採択プロジェクト全体の概要

A : 建物についての省エネ措置 － ゼロエネルギー仕様（トップランナー基準ベース）

ＣＡＳＢＥＥ戸建―新築2010評価ﾗｲﾌｻｲｸﾙCO2緑星★★★★を取得のため下記仕様を新たに導入する。

（トップランナ 基準において 基準 次エネルギ 達成率140％以上（ＰＶを評価に含めない））（トップランナー基準において、基準一次エネルギー達成率140％以上（ＰＶを評価に含めない））

44★マークが今回の新しく追加した提案

5

B 長期優良住宅の維持保全計画に基づく３０年間の点検時に 省 ネ診断を組込

省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による
ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクト●採択プロジェクト全体の概要

B : 長期優良住宅の維持保全計画に基づく３０年間の点検時に、省エネ診断を組込

本提案では 建築 設備的な先導性に加え 実際の本提案では、建築・設備的な先導性に加え、実際の
生活において省CO２住宅となり得る、総合的な【省
エネ・コンサルティング・プログラム】を付加し、その
実現と波及・推進を目指す。

省エネの実効性を【実質のゼロエネルギー住宅達成】を

目標と定め、達成までの継続したコンサルティングを目標 定め、達成までの継続した ンサルティングを

行なっていく。
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6

●省エネ診断員による診断を 各家庭に対して実施する

省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による
ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクトB) 省エコ診断の実施

●省エネ診断員による診断を、各家庭に対して実施する。

対象居住者へ、環境家計簿の記入、事前ヒアリングアンケートを記入頂き、

訪問面談による 省エネアドバイスを行い省エネ性能の実効性を高める

キッチン IH or   ガス

環境家計簿　記入表　（表　ー　①.消費量を調べる）

ご氏名

訪問面談による、省エネアドバイスを行い省エネ性能の実効性を高める。

給湯 ガス or エコキュート or 太陽熱温水器

平成 年　　　月 　　　日 冷暖房機器 ｴｱｺﾝ・こたつ・灯油ﾌｧﾝﾋｰﾀｰ・ｵｲﾙﾋｰﾀｰ・その他（　　　　　　　　）

㎡

人

TEL

ご入居年月

※ご家族お 人でもご在宅の

OM
世帯人数

延床面積
⇒有の場合

補助暖房種類：　なし・電気・ガス・灯油

お湯とり　　　  ：　有　or　無
有 or 無

　週　　 日程度 太陽光発電 有 or 無 ⇒有の場合 搭載kW kW

消費エネルギー量（光熱費等）　　　 ↓発電量は、太陽光のﾓﾆﾀｰでご確認ください。　　↓ガスの種類と単位それぞれに○を付けてください。

デイ リビング ナイト 買電金額 発電量 売電量 売電金額

kwh kwh kwh 円 kwh kwh 円 ? 　or　kg 円 ? 円 リットル 円

4月分

水道　（? ） 灯油（Ｌ）都市ガス or プロパン
電気（kwh）

日中、自宅で過ごす頻度
※ご家族お一人でもご在宅の
　日は、カウントしてください。

太陽光発電（kwh）

5月分

6月分

7月分

8月分

9月分

10月分

11月分

12月分

1月分

2月分

3月分

合計

★1年分のご記入が終わられましたら、ファックスまたはメールにてお送りください。
★ご記入いただいた内容につきましては、プライバシーに配慮し、小社の研究データとして活用させていただきますのでご了承のほど宜しくお願い致します。

送信先（吉田宛） 問合先 TEL ：092-404-9200FAX ：092-404-9201

66
【社内使用欄】　なし　・　NEDO　・　OM省CO2　・　ｴｺ省CO2　・　全建連　・　OM先導　・　（　　　　　　　）　　 ver.5　更新110724

送信先（吉田宛） 問合先 TEL ：092 404 9200
MAIL：info@eco-works.jp

7

●省エネ診断員の 診断ノウ ウの向上カリキ ラム

省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による
ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクトB) 省エコ診断の実施

●省エネ診断員の、診断ノウハウの向上カリキュラム

①【財団法人省エネルギーセンター主催 － 家庭の省エネエキスパート検定】①【財団法人省 ネルギ センタ 主催 家庭の省 ネ キスパ ト検定】

による基礎知識向上

A. 【家庭の省エネエキスパート検定】 : 第１回検定試験にて社員３名合格【家庭の省 ネ キ ト検定】 第 回検定試験にて社員 名合格

: エネルギーの基礎と家庭の省エネ、機器による省エネルギー、

住宅の省エネルギーなどについて総合的な知識

B. 【家庭の省エネ診断エキスパート研修】 : 平成24年度下期実施予定

: Aに加え、家庭等で具体的な省エネ診断・改善提案ができるレベル。

②【環境省試行事業 うちエコ診断員】②【環境省試行事業 うち コ診断員】

認定員８名（社員）の、省エネ診断ノウハウを活かす

環境省の試行事業にて 新産グル プにて過去建築された入居者様より環境省の試行事業にて、新産グループにて過去建築された入居者様より

希望を募り、現在５０世帯に対して｢うちエコ診断｣を実施中。
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8
省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による

ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクト◎継続した省エネコンサルティングの必要性

●環境家計簿によるエネルギ デ タ収集とその分析●環境家計簿によるエネルギーデータ収集とその分析

弊社建築住宅での居住者の生活実態について、弊社独自の調査を行った。

住まい手の暮らし方次第 消費 ネ ギ が大きく異なるという知見が得られた→ 住まい手の暮らし方次第で、消費エネルギーが大きく異なるという知見が得られた。

→ 省CO２化の実効性を高めるためには、住まい手に対するコンサルテーションが重要。

5

6

平均69.00GJエコワークスお客様宅（GJ）の分布

4

5

トップはゼロエネ

-9.59GJ（PV＋薪）

2

3
2.2以下

2.2～2.7

2.7以上

1

0

ゼ
ロ

エ
ネ

10
G

J
以

下

11
～

20
G

J
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～

30
G

J

31
～

40
G

J

41
～

50
G

J

51
～

60
G

J
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～

70
G

J

71
～

80
G

J
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～

90
G

J

91
～

10
0G

J

10
0G

J
以

上

88

9
省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による

ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクト◎継続した省エネコンサルティングの必要性

●環境家計簿によるエネルギ デ タ収集とその分析●環境家計簿によるエネルギ デ タ収集とその分析●環境家計簿によるエネルギーデータ収集とその分析●環境家計簿によるエネルギーデータ収集とその分析

事例：太陽熱利用全館暖房 ・太陽光発電4.29KW 太陽熱利用HP給湯器
断熱性能：断熱区分（オ）

1 0 0

電気
92

断熱性能：断熱区分（オ）

7 0

8 0

9 0

8

10
9％

（91％減）

5 0

6 0

系列2

系列1

4

6 ３月から10月は消費より発電が多くゼロエネ。
6月の梅雨時は太陽熱温水器でお湯も取れずギリ０

2 0

3 0

4 0

0

2
電気

9

0

1 0

-4

-2

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分

9

計 般

冬場の電気使用量が急増！
暖房は、電気オイルヒーター２台でするとのことで、それにより消費が増。

単位：GJ 家族：4人

計 一般

99
天井付け大型エアコンでAPF性能が悪いのも原因である。



10
省エネ・コンサルティング・プログラム（３０年間）による

ＬＣＣＭ＋エコライフ先導プロジェクト

●SNSを用いた ンサルテ ングと 省エネライフスタイルの波及

C) 省エネライフスタイルの情報交流

●SNSを用いたコンサルティングと、省エネライフスタイルの波及

にホームオーナー会を開設し
●日射遮蔽の工夫

個人名

にホ ムオ ナ 会を開設し、

ホームオーナー自らが、ライフスタイル

の工夫を情報発信することで

ミ ケ シ ンの構築と合わせてコミュニケーションの構築と合わせて

省エネ実効性、意識が向上する。

●涼しい暮し方

●太陽熱利用全館暖房の快適性
個人名

個人名個人名
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D) 普及・波及に向けた取組体制
天然乾燥木材による循環型社会形成LCCM住宅プロジェクト

「ハイブリッド・エコハウス」 11

① 地域工務店団体での省エネ住宅勉強会の開催① 地域工務店団体での省エネ住宅勉強会の開催

◎日本の工務店ネットワークである

「社団法人 工務店サポ トセンタ （JBN）」 （加盟企業約2000社）「社団法人 工務店サポートセンター （JBN）」 （加盟企業約2000社）

における、環境委員会での事例発表

◎「九州の杉天然乾燥研究会」への技術供与

実績：研究会加盟工務店の、営業・設計・工事スタッフへのＺＥＨ勉強会

③福岡 熊本における 総合住宅展示場 のモデルハウス出展と

② 自社でのセミナー開催など啓蒙活動
九州版自立循環型住宅についての理論的な理解を促す目的とした、セミナー形式の啓蒙活動。

③福岡・熊本における、総合住宅展示場へのモデルハウス出展と、

施主宅完成見学会を開催することによる波及活動

エコワークス㈱を含む４社にて、年間約２５０棟完工。

随時、完成見学会を開催
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2012年2月3日
第8回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成23年度第2回国土交通省 平成23年度第2回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

産官学・全住民で取り組む産官学・全住民で取り組む
「街区全体「街区全体CO2CO2ゼロ」ゼロ」
まちづくりプ ジ クトまちづくりプ ジ クトまちづくりプロジェクトまちづくりプロジェクト

提案者名提案者名提案者名提案者名

社団法人社団法人 九州住宅建設産業協会九州住宅建設産業協会

プロジェクトの概要①
産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト

社団法人 九州住宅建設産業協会

○ 国内トップレベルの低炭素型都市を目指しているアイランドシティ → 「ＣＯ２ゼロ街区」はその先導モデル事業

《プロジェクトの実施場所》

「ＣＯ「ＣＯ２２ゼロ街区」ゼロ街区」

街区構成

画地B 画地A 1



プロジェクトの概要②
産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト

社団法人 九州住宅建設産業協会

《街区ならびに住宅の規模等》

画地 画地A 画地B

敷地面積 34,900 ㎡ 24,400 ㎡

用 途 戸建住宅

戸 数 ９９戸 ７９戸

《事業スケジュール》《事業スケジュール》

※平成23年度～平成27年度まで（平成24年度まちびらき）

178戸の戸建住宅を段階的に整備予定

造成工事

建築工事

販 売

年度 H23 H24 H25 H26 H27

画地A

造成工事
建築工事

販 売

販 売
画地B

販 売

2

プロジェクトの概要③
産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト

社団法人 九州住宅建設産業協会

《実施体制》

事業主事業主

（代表提案者） ・社団法人 九州住宅建設産業協会（略称：九住協）

ディー・アンド・エイチ(株)、(株)アースティック、

(株)コーセーアールイー、東宝ホーム(株)、(株)百田工務店

積水 ウス株式会社（九住協との共同企業体）・積水ハウス株式会社（九住協との共同企業体）

住宅の建築・販売

協力者協力者 自治体・大学自治体・大学

・西部ガスグループ
・福岡市

西部ガスグル プ

・マネジメントシステムの運営・管理

（見える化システムの運用）

・グリーン電力証書ｼｽﾃﾑ申請業務の代行

・燃料電池メンテナンスサービス

・プロジェクトの基本コンセプト策定

・CO2ゼロ街区の事業者公募・要請

・CO2ゼロ性能等の評価

・学校等との連携による環境教育の推進
燃料電池メンテナンスサ ビス

・九州大学

・「CO2ゼロ性能」評価システムの開発

・CO2ゼロの事後検証

・プロジェクトの助言プ ジェクトの助言

3



官・民と全住民が取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」プロジェクト
社団法人 九州住宅建設産業協議会

（１）先導的な創エネ 省エネ対策等を集中導入し 街区全体で「ＣＯ２ゼロ」を実現

プロジェクトの特徴（１）
産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト

社団法人 九州住宅建設産業協会

（１）先導的な創エネ・省エネ対策等を集中導入し、街区全体で「ＣＯ２ゼロ」を実現

【創エネ対策】

・大容量太陽光発電（約５～６kW程度）の導入による

【省エネ対策】

・次世代省エネ基準以上の断熱対策

メガワット級のソーラー街区の形成
・最新型燃料電池（SOFC他）によるW発電住宅の集中導入

（全体の７割以上導入）
・蓄電池システム（PV+FC+蓄電池の３電池）導入住宅

・高性能ペアガラス，断熱浴槽，LED照明
・高効率エアコン
・風の流れと光を上手に取り入れた自然共生型の住宅デザイン

＜CO2ゼロ住宅の代表モデル＞

の整備

（参考）“CO2ゼロ”の考え方（参考）“CO2ゼロ”の考え方

省エネルギーの徹底によりCO2排出量を抑えると

同時に，積極的な創エネルギーによる売電で発電

所のCO2排出量を削減し，CO2の排出量と削減量を

理論上バランスさせた状態

省エネルギーの徹底によりCO2排出量を抑えると

同時に，積極的な創エネルギーによる売電で発電

所のCO2排出量を削減し，CO2の排出量と削減量を

理論上バランスさせた状態

＜風環境シミュレーション＞ﾞ

CO2排出量 CO2削減量

省エネルギー

建物の高断熱化

高効率機器の導入

見える化

創エネルギー

太陽光発電

燃料電池

削減

CO2排出量 CO2削減量

省エネルギー

建物の高断熱化

高効率機器の導入

見える化

創エネルギー

太陽光発電

燃料電池

削減

見える化

ＣＯ２差し引きゼロ（相殺）

見える化

ＣＯ２差し引きゼロ（相殺）

【その他対策】

・ＨＥＭＳの全戸導入による戸別・街区全体の見える化
（PV､FC､ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量、CO2排出量を計測）

・電気自動車用ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝｺﾝｾﾝﾄ（全戸導入）

【都市景観に配慮した高質な住環境の形成】

・太陽光発電を最大限に活用する真南向きの区画割り
・海に近く風環境に恵まれた地域特性を活かし，風環境シミュ

レーションによる風の流れを考慮した区画割り
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・電気自動車用ﾌ ﾗｸ ｲﾝｺﾝｾﾝﾄ（全戸導入）
・LCCMの観点から超長期対応住宅の導入や地場建材の
積極的な利用
・街区共用部（集会所等）でのＰＶ導入

レ ションによる風の流れを考慮した区画割り
・クールスポットの創出
・２画地一体的な街区構成と緑のネットワーク

官・民と全住民が取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」プロジェクト
社団法人 九州住宅建設産業協議会プロジェクトの特徴（２）

産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト
社団法人 九州住宅建設産業協会

（２）「産官学＋住民協同による省CO2マネジメント」

①産官学協同による「CO2ゼロ計画・評価・普及プログラム」で計画段階から運用段階までCO2ゼロを確認

【計画：設計段階】

・福岡市は，「街区全体CO2 ゼロ」を事業者公募の条件とし，また「ｱｲﾗﾝﾄﾞｼﾃｨ環境配慮指針」に基づいて高レベルの環境配慮対策を
具体的に要請。

・九州大学が開発した「CO2ゼロ性能評価ツール」で事業者が設計した個々の住宅が「CO2ゼロ」を達成していることを確認。九州大学が開発した「CO2ゼロ性能評価ツ ル」で事業者が設計した個々の住宅が「CO2ゼロ」を達成していることを確認。

【運用段階】

・全戸を対象にHEMS を導入し，エネルギー消費量等の計測・評価を行い、各戸ならびに街区全体でのCO2ゼロ性能の実態を把握・
評価する。各戸に結果をフィードバックするとともに，省エネ省CO2 アドバイスを実施し，運用時の「CO2ゼロ」を誘導

「環境配慮指針」や「CO2 ゼロ性能評価ﾂｰﾙ」に基づくCO2ゼロ街区の事業推進ｽｷｰﾑは汎用性が高く、他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに広く適
用可能。

《CO2ゼロ計画・評価・普及プログラム》

計画・設計段階 建設段階 運用段階

「CO2ｾﾞﾛ性能評価ﾂｰﾙ(九州大学)」を
使ったCO2ゼロ性能の事前評価

公募条件として「CO2ｾﾞﾛ」を設定、
「環境配慮指針」による環境配慮対策を
誘導《福岡市》

「省CO2ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ」を使ったCO2

ゼ ロ 性 能 の 実 態 把 握 及 び 結 果 の
フィードバック

実態を踏まえた
改修・普及

5



（２）「産官学＋住民協同による省CO2マネジメント」

プロジェクトの特徴（２）
産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト

社団法人 九州住宅建設産業協会

（２）「産官学＋住民協同による省CO2マネジメント」

②住民の意識の啓発や経済的メリットの付与により省CO2への取り組みを継続的に推進

【見える化】・【見える化】
全戸でHEMS によるエネルギー使用量等のデータを継続的に計測し，街区全体のエネルギー使用量・ＣＯ２排出量を把握。
その結果や省エネアドバイスを住民にフィードバック。

・【グリーン電力証書】
全戸参加の特徴をいかして グリ ン電力証書の申請を街区で 括して行い その収入の 部を街区内共用部の環境全戸参加の特徴をいかして，グリーン電力証書の申請を街区で一括して行い、その収入の一部を街区内共用部の環境
アップ事業として利用し，住民の意識啓発やまちの価値向上へ。

・【エコアクションポイント】
CO2削減量に応じて各戸や自治会に対して経済メリットを創出することで、継続的な省エネ・省CO2ライフの推進を誘導

PV-NET

「CO2ゼロ街区」 住民・住民組織

＊協定により全戸参加
・見える化による意識の向上
・経済的メリット享受(各戸・住民組織)

グ 書

西部ｶﾞｽｸﾞﾙｰﾌﾟ

・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
運営管理

・ｸﾞﾘｰﾝ電力証書
申請業務等代行

PV NET

証書発行
事業者

一括申請

代金支払
デ ー タ 送 信 /
結果フィードバック

グリン電力証書代金代金支払 証書交付

■グリーン電力証書
■エコアクションポイント

申請業務等代行

市内企業 他
エコポイント

エコポイント
事業協力

福岡市

・CO2ゼロ要請・確認
九州大学

事業主：九住協、積水ハウス

・CO2ゼロ住宅の販売

参加協力要請

CO2ゼロ要請

事業協力データ提供

CO2ゼ 要請 確認
・CO2ゼロ性能の検証評価
・市HP等を使った情報発信

九州大学

・CO2ゼロ性能評価ﾂｰﾙ作成
・CO2ゼロ性能の事後検証
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの助言

CO2ゼロ住宅の販売
・販売時のCO2ゼロマネジメント参加

協定の締結[※全住民と]
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官・民と全住民が取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」プロジェクト
社団法人 九州住宅建設産業協議会プロジェクトの特徴（３）

産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト
社団法人 九州住宅建設産業協会

（３）事業者ならびに福岡市のネットワークを使った波及・普及への取り組み

《事業者》

・九住協内に専門部会を設置し、CO2ｾﾞﾛ街区での先進的取組みのノウハウを会員間で広く共有する。

・平成24年開催予定の「全住協九州大会」でも発信する。

・ 「ＣＯ２ゼロ街区」における取組み（創エネ，グリーン電力証書，エコアクションポイント）の成果を既存街区の住民に
周知するとともに，設備更新時等に設置・加入を勧めていく。

《福岡市》

「アイランドシティ自然エネルギ 活用ビジ ン」の先導モデル事業である「CO2ゼロ街区」の成果をアイランドシティ全域・「アイランドシティ自然エネルギー活用ビジョン」の先導モデル事業である「CO2ゼロ街区」の成果をアイランドシティ全域

及び市内外に広めていく。

・市内の他の住宅地整備に波及させていくために、見学会や市HP等を使って積極的に情報を発信する。

・福岡市が持つネットワーク等を使ってアジアにも情報発信し、先進技術の移転を積極的にサポートする。

・ 「ＣＯ２ゼロ街区」での省ＣＯ２に関する取組実績を題材に，既存の街区内に立地する小・中学校で，NPO等による
「環境学習」を実施することとしており，既存の街区への波及が期待できる。

＜（社）九州住宅建設産業協会の概要＞

・ 国及び地方公共団体の住宅政策に協力し、住宅・宅地の経営事業および宅地造成事業の健全な

発展を図り、社会福祉の増進に寄与することを目的とする事業者の団体。

・ １９６２年に設立

・ 現在（平成23年10月28日）の会員数は１３１社・ 現在（平成23年10月28日）の会員数は１３１社、
協会会員の事業対象エリアは九州全域

・ 協会内に各種の専門部会を組織 7



プロジェクトの特徴（４）
産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト

社団法人 九州住宅建設産業協会

（４）マネジメントについて、全戸での取り組みをどのように継続していくのか

省ＣＯ２マネジメントへの参加を住宅販売の条件（購入者と協定を締結）とすることで，街区内の全世帯が参加
する体制を整えることとしているする体制を整えることとしている。

住民自ら省ＣＯ２・省エネに配慮した生活に継続して取り組むよう，計測結果のフィードバック（街区内での順位
付け）や省エネアドバイスによる意識の啓発，また，エコアクションポイントやグリーン電力証書など経済的メリット
を付与する仕組みを設けることとしているを付与する仕組みを設けることとしている。

特にエコアクションポイントやグリーン電力証書については，その一部を住民組織に付与することで，住民の省
ＣＯ２活動等が街区内の緑化などまちの価値向上に役立つ仕組みを設けることとしており，住民のコミュニティへ
の愛着や良好なコミュニティ形成にも資するものと考えているの愛着や良好なコミュニティ形成にも資するものと考えている。
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プロジェクトの特徴（５）
産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト

社団法人 九州住宅建設産業協会

（５）エコアクションポイントの具体的な内容を含む住民組織の取り組みについて

【 アクシ ンポイント】【エコアクションポイント】
全戸へのHEMSの設置により，街区全体及び各戸ごとの「CO２排出量」が把握できるため，CO２削減量や

CO２ｾﾞﾛ達成に応じ，各戸や住民組織に対してポイントを付与し，一定のポイントに対して商品等と交換する。

原資に いては 事業者だけでなく アイラ ドシテ 既進出事業者や近隣 パ 商店 も広く提供を原資については，事業者だけでなく，アイランドシティ既進出事業者や近隣スーパー・商店へも広く提供を
働きかけていく予定。

エネルギー等データ送信

《エコアクションポイント》

ゼロ街区居住者

住民組織

IC進出企業

近隣ｽｰﾊﾟｰ・商店等
エコ・アクションポイント付与
（前年同月比，ゼロ達成）

原資提供（エコ商品等）

原資提供への働きかけ

西部ガス
グループ
(事務局)

購入企業者名の報告

ポイントに応じて商品等と交換

原資提供への働きかけ 購入企業者名の報告原資提供への働きかけ

福岡市
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提供企業紹介 9



産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト
社団法人 九州住宅建設産業協会プロジェクトの特徴（６）

産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト
社団法人 九州住宅建設産業協会

（６）グリーン電力証書の市内企業による買い取りについて、買い取りが担保される
具体的な仕組み、仕掛けについて

証書発行事業者（NPO法人 太陽光発電所ネットワーク）が販売することとなる。

事業者・協力者も 証書を購入する予定である。事業者 協力者も，証書を購入する予定である。

福岡市もグリーン電力の地産地消の観点から，主催する環境イベントで証書を購入する。
環境イベントで証書等を掲示することにより，「CO２ゼロ街区」の取組みをＰＲすることができる。
また，環境に関心のある企業に対して購入の働きかけを行っていく。また，環境に関心のある企業に対して購入の働きかけを行っていく。

（７）太陽光発電やW発電の導入量をどのように担保するのか。

事業者は，公募時に，「CO２ゼロ」を達成するため，ダブル発電住宅で約５kW, オール電化住宅で約６kWの
太陽光発電を導入するという計画を福岡市に提出している。

戸別の住宅を建設する前に 事業者は福岡市に「実施計画」を提出し 福岡市は太陽光発電・燃料電池など戸別の住宅を建設する前に，事業者は福岡市に「実施計画」を提出し，福岡市は太陽光発電 燃料電池など
の創エネ機器の導入（及び導入量）について確認を受ける。(※公募要綱及び協定書に規定)

また，事業者は，設計時点で個々の住宅が「ＣＯ２ゼロ」を達成していることを九州大学が作成した「ＣＯ２ゼロ
算定ツール」を用いて確認し，その結果について福岡市の確認を受ける。

10

プロジェクトの特徴（７）
産官学・全住民で取り組む「街区全体ＣＯ２ゼロ」まちづくりプロジェクト

社団法人 九州住宅建設産業協会

街区のCO２ゼロの算定については 個々の住宅を対象としている

（８）運輸（特に自家用車）の取扱いについて

街区のCO２ゼロの算定については，個々の住宅を対象としている。

運輸部門に関する省CO2に向けた取り組みとして，全戸にＥＶ用充電コンセントを設置することとしている。
現在，自動車メーカーと協議を進めており，ＥＶやＰＨＶなどの次世代自動車の集中的な導入を目指していく。

また 福岡市では 自転車走行空間の確保など 身近な移動手段として自転車の利用がしやすい環境づくりまた，福岡市では，自転車走行空間の確保など，身近な移動手段として自転車の利用がしやすい環境づくり
を行っていく予定。
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